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(57)【要約】
【目的】
　常温（約２５℃）で長期保存した場合のみならず、３０℃以上の高温下で長期間保存し
たとしても有効成分が安定である、すなわちフザリウム属菌の生菌体が高い生存率を維持
する微生物農薬製剤を提供すること。
【構成】
　本発明の微生物農薬製剤は、フザリウム属菌の生菌体と、非晶質シリカを含み、更に炭
酸カルシウムあるいは硫酸マグネシウムのいずれか一種または二種を含有することを特徴
とする。本製剤は有効成分であるフザリウム属菌の生菌体が常温（約２５℃）においても
、３０℃以上の高温にさらされた場合でも、急激な微生物の活力低下または細胞死が引き
起こされないため、夏季でも一定期間であれば室温での保管が可能となる。そのため、年
間を通して農薬製剤を低温保管する必要がなく、保管コストが削減できる。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フザリウム属菌の生菌体、非晶質シリカを含み、更に炭酸カルシウムおよび／または硫
酸マグネシウムを含有することを特徴とする微生物農薬製剤。
【請求項２】
　製剤中の水分含量が１～２５重量％であることを特徴とする請求項１に記載の微生物農
薬製剤。
【請求項３】
　前記フザリウム属菌の生菌が、フザリウム・ソラニ、フザリウム・モニリフォルメ、フ
ザリウム・オキシスポラム、フザリウム・ロゼウム、フザリウム・サブグルチナンス、ま
たはこれらの変異株であることを特徴とする請求項１または２に記載の微生物農薬製剤。
【請求項４】
　フザリウム属菌の生菌体、非晶質シリカを含み、更に炭酸カルシウムおよび／または硫
酸マグネシウムを含有する混合物の水分含量を、最終的に１～２５重量％になるように制
御することを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の微生物農薬製剤の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、微生物農薬製剤に関し、詳しくは保存安定性に優れるフザリウム属菌含有農
薬製剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　植物の病害虫防除は、農作物の生産を効率よく行うために不可欠な作業であり、これま
で病害虫防除のために化学農薬が多く使用されてきた。しかし、近年では、食物の安全性
および環境保護の観点から、化学農薬に代わるべき、または化学農薬と併用すべき手段と
して、環境に影響の少ない微生物資材を利用した病害虫防除の開発に年々期待が高まって
いる。
【０００３】
　一方、微生物資材を利用した農薬（いわゆる「微生物農薬」）では、いかに有効成分で
ある微生物を生菌のまま安定に製剤化できるか、あるいは長期保管中に微生物の活力低下
または細胞死を抑制できるかが重要な課題となってきている。これらの課題を解決するた
めに以下に例示されるような研究がなされてきた。
【０００４】
　例えば、乾燥粉末である糸状菌胞子を有効成分とし、吸水能を有する吸着剤を必須成分
として含むことを特徴とする農業用水和性組成物（特許文献１参照）、糸状菌を有効成分
とする微生物農薬製剤に対して一定の乾燥剤を含有することを特徴とする微生物農薬製剤
（特許文献２参照）、糸状菌胞子と界面活性剤とを含む混合物に対し、吸水能を有する吸
着剤を配合したことを特徴とする農業用水和性組成物（特許文献３参照）、そして、特に
、フザリウム属菌の生菌体を用いた製剤の安定化については、フザリウム属菌の生菌体、
パーライト粉砕品およびＤ－ソルビトールを含むことを特徴とする微生物農薬製剤（特許
文献４参照）、フザリウム属微生物の液体培養物を白土または炭酸カルシウムに保持させ
ることを特徴とするフザリウム属微生物の保存方法（特許文献５参照）などがある。しか
しながら、これらの発明では、フザリウム属菌の生菌体を有効成分として用いた場合には
保存安定性が充分に達成されているとは必ずしも言えず、特に３０℃以上の環境にさらさ
れた場合には、微生物の活力低下または細胞死が急激に進むという問題点があった。その
ため、３０℃以上の高温にさらされた場合でも、急激な微生物の活力低下または細胞死が
引き起こされない微生物農薬製剤が求められている。
【特許文献１】特開２００４－１２３６０６号公報
【特許文献２】特開２００４－３５４２１号公報
【特許文献３】特開２００２－３２２０１０号公報
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【特許文献４】特開２００７－１７６８９６号公報
【特許文献５】特開平８－２９４３８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、常温（約２５℃）で長期保存した場合のみならず、３０℃以上の高温下で長
期間保存したとしても有効成分が安定である、すなわちフザリウム属菌の生菌体が高い生
存率を維持する微生物農薬製剤を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは上記問題点に鑑み、鋭意研究した結果、フザリウム属菌の生菌体と、非晶
質シリカを含み、更に炭酸カルシウムあるいは硫酸マグネシウムのいずれか一種または二
種を含有することを特徴とする農薬製剤が有効であることを見出して本発明を完成するに
至った。
【０００７】
　すなわち、本発明の微生物農薬製剤は、フザリウム属菌の生菌体、非晶質シリカを含み
、更に炭酸カルシウムあるいは硫酸マグネシウムのいずれか一種または二種を含有するこ
とを特徴としている。
【０００８】
　本発明の微生物農薬製剤中の水分含量は１～２５重量％であることが望ましい。
【０００９】
　本発明の微生物農薬製剤中に用いる前記フザリウム属菌の生菌は、フザリウム・ソラニ
、フザリウム・モニリフォルメ、フザリウム・オキシスポラム、フザリウム・ロゼウム、
フザリウム・サブグルチナンス、またはこれらの変異株であることが望ましい。
【００１０】
　また、本発明には、少なくともフザリウム属菌の生菌体、非晶質シリカを含み、更に炭
酸カルシウムあるいは硫酸マグネシウムのいずれか一種または二種を含有する混合物の水
分含量を、最終的に１～２５重量％になるように制御することを特徴とする微生物農薬製
剤の製造方法が含まれる。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の微生物農薬製剤は、有効成分であるフザリウム属菌の生菌体が常温（約２５℃
）による長期保存後においても３０℃以上の高温にさらされた場合でも、急激な微生物の
活力低下または細胞死が引き起こされないため、夏季でも一定期間であれば室温での保管
が可能となる。そのため、年間を通して農薬製剤を低温保管する必要がなく、保管コスト
が削減できる。
　また、本発明の微生物農薬製剤は、製造も簡便であるため、低コストである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明の微生物農薬製剤は、フザリウム属菌の生菌体、非晶質シリカを含み、更に炭酸
カルシウムあるいは硫酸マグネシウムのいずれか一種または二種を含有することを特徴と
している。
【００１３】
　本発明者らは、フザリウム属菌の生菌体の安定性が、常温（約２５℃）のみならず高温
（３０℃以上）下においても、添加物として非晶質シリカ、および炭酸カルシウムあるい
は硫酸マグネシウムのいずれか一種または二種とを組み合わせて混合するだけで確保され
るという驚くべき事実を見出した。非晶質シリカはフザリウム属菌の保護剤として機能し
、また、非晶質シリカの存在下で、炭酸カルシウム、硫酸マグネシウムも保護作用を発揮
する。
【００１４】



(4) JP 2010-143856 A 2010.7.1

10

20

30

40

50

　以下、製剤を構成する成分、製剤の調製方法、製剤の使用態様などについて説明する。
【００１５】
＜構成成分＞
・フザリウム属菌の生菌体
　本発明の製剤に使用するフザリウム属菌の生菌体は、弱病原性または非病原性のフザリ
ウム属菌であれば、特に制限なく用いることができる。例えば、フザリウム・オキシスポ
ラム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ）、フザリウム・ソラニ（Ｆｕｓａｒｉｕ
ｍ　ｓｏｌａｎｉ）、フザリウム・モニリフォルメ（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｍｏｎｉｌｉｆ
ｏｒｍｅ）、フザリウム・ロゼウム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｒｏｓｅｕｍ）、フザリウム・
サブグルチナンス（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｕｂｇｌｕｔｉｎａｎｓ）、などが挙げられる
。
　なお、本発明で使用できるフザリウム属菌の生菌体は、独立行政法人　製品評価技術基
盤機構　バイオテクノロジー本部　生物遺伝資源部門（ＮＢＲＣ）、農業生物資源ジーン
バンク　微生物遺伝資源部門などから購入できるものの他に、産業技術総合研究所　生命
工業技術研究所（現在、独立行政法人　産業技術総合研究所　特許生物寄託センター）に
平成１３年３月１９日付けで寄託されたフザリウム・サブグルチナンス（Ｆｕｓａｒｉｕ
ｍ　ｓｕｂｇｌｕｔｉｎａｎｓ）ＨＰＦ－１（ＦＥＲＭ　Ｐ－１８２６６）などが使用で
きる。
　また、本発明で使用できるフザリウム属菌の生菌体はこれらの例示に限定されるもので
はなく、他のフザリウム属菌であってもよい。また１種または２種以上を併用しても何ら
問題はない。
　さらに菌類は、自然的または通常行われている紫外線照射、Ｘ線照射、変異誘発剤（例
えば、亜硝酸、Ｎ－メチル－Ｎ’－ニトロ－Ｎ－ニトロソグアニジン（ＮＴＧ）、ナイト
ロジェン・マスタード、２－アミノプリン、アザセリンまたはエチルメタンスルホネート
など）または遺伝子組換えを用いる人為的変異手段により変異することは周知の事実であ
る。したがって弱病原性または非病原性であれば、このような自然変異株ならびに人工変
異株も含めて、フザリウム属に属する菌株はすべて本発明に使用することができる。
　また、本発明に使用されるフザリウム属菌の生菌体は、液体培養または固体培養などの
公知の手段で増殖させた菌体を用いることができ、芽胞状菌体、小型分生子、大型分生子
などとして製剤中に添加される。本発明の製剤中に含有されるフザリウム属菌生菌体の分
量は、１～５０重量％、好ましくは２～４０重量％である。これらの生菌体は、水、水性
塩類溶液などに懸濁させた状態、あるいは凍結乾燥などにより固体の状態として添加され
てもよい。また培養時に生産された菌糸などを含んでいても構わない。製剤中への生菌体
の添加量は、通常１０４～１０１１　ＣＦＵ／ｇ、好ましくは、１０５～１０１０　ＣＦ
Ｕ／ｇである。ここで「ＣＦＵ」とは、Ｃｏｌｏｎｙ　Ｆｏｒｍｉｎｇ　Ｕｎｉｔ（コロ
ニー形成単位）の略称を示し、コロニーとして検出された菌数のことをいう。
【００１６】
・非晶質シリカ
　非晶質シリカは、別名ホワイトカーボンなどと呼ばれ、珪酸ナトリウムと鉱酸の中和反
応により得られる湿式法、ハロゲン化珪素を燃焼させて得られる乾式法などによって得る
ことができる。なお、本発明で使用する非晶質シリカは、いずれの製法のものも使用する
ことができ、一般に市販されているものを使用しても何ら問題ない。
　非晶質シリカの製剤中における含有量は、通常１重量％～７０重量％、好ましくは２～
５０重量％である。含有量が１重量％未満であると、フザリウム属菌の生菌体の高温（３
０℃以上）での安定性を確保することが困難であり、７０重量％を超えると奏される効果
が頭打ち傾向になることに対応してコスト面で不利となる。
【００１７】
・炭酸カルシウム
　炭酸カルシウムは、その製造法によって重質炭酸カルシウムと軽質炭酸カルシウムに大
別される。重質炭酸カルシウムは、天然に産する石灰石、チョーク（白亜）を機械的に粉
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砕することによって製造される。また、軽質炭酸カルシウムは沈降炭酸カルシウムとも呼
ばれ、石灰石を焼成して得られる生石灰を水中に投入して得られる生灰乳と炭酸ガスを反
応させる炭酸ガス化合法によって製造される場合と、塩化カルシウムとソーダ灰を反応さ
せる炭酸塩溶液化合法によって製造される場合がある。
　本発明で使用する炭酸カルシウムは、重質炭酸カルシウム、軽質炭酸カルシウムのいず
れも使用することができ、一般に市販されているものを使用しても何ら問題ない。
炭酸カルシウムの製剤中における含有量は、通常１重量％以上であり、好ましくは２重量
％～９０重量％である。含有量が１重量％未満であると、フザリウム属菌の生菌体の高温
（３０℃以上）での安定性を確保することが困難である。
【００１８】
・硫酸マグネシウム
　硫酸マグネシウムは、酸化マグネシウムまたは塩基性炭酸マグネシウムを硫酸に溶解、
酸化マグネシウムを加え加熱、ろ過し不純物を除き濃縮し、放冷結晶析出させ、ろ過し自
然乾燥するなどの方法で得ることができる。
　本発明の硫酸マグネシウムは、無水物、水和物のいずれも使用することができ、一般に
市販されているものを使用しても何ら問題ない。
　硫酸マグネシウムの製剤中における含有量は、通常０．１重量％以上であり、好ましく
は０．３重量％～１５重量％である。含有量が０．１重量％未満であると、フザリウム属
菌の生菌体の高温（３０℃以上）での安定性を確保することが困難である。
【００１９】
・その他成分
　本発明の微生物農薬製剤には、上記の必須成分に加えて、必要に応じて本発明の効果を
損なわない範囲で他の成分を加えることができる。例えばフザリウム属菌以外の弱病原性
または非病原性の生菌体を加えてもよく、化学農薬化合物を適宜併用してもよい。そうし
た化学農薬化合物としては、殺虫剤、殺菌剤、除草剤、植物成長調整剤など一般に農薬と
して使用されるものであればよく、また、これらの一種または二種以上を併用してもかま
わない。例えば、殺虫剤として、有機リン系、カーバメイト系、ピレスロイド系、クロロ
ニコチニル系、フェニルピラゾール系、ネライストキシン系、およびベンゾイルフェニル
尿素系の殺虫剤、天然殺虫剤、殺ダニ剤および殺線虫剤などがあげられる。
【００２０】
殺菌剤として、無機銅類、有機銅類、無機硫黄剤、有機硫黄剤、有機リン系、フタリド系
、ベンゾイミダゾール系、ジカルボキシイミド系、酸アミド系、トリアゾール系、イミダ
ゾール系、メトキシアクリレート系、ストロビルリン系、アニリノピリミジン系、ジチオ
ラン系、キノキサリン系、アミノピリミジン系、フェニルピロール系、トリアジン系、シ
アノアセトアミド系、グアニジン系、ヒドロキシアニリド系の殺菌剤、抗生物質系殺菌剤
、天然物殺菌剤などがあげられる。
【００２１】
　除草剤として、フェノキシ酸系、カーバメート系、酸アミド系、尿素系、スルホニルウ
レア系、ピリミジルオキシ安息香酸系、トリアジン系、ダイアジン系、ダイアゾール系、
ビピリジリウム系、ジニトロアニリン系、芳香族カルボン酸系、脂肪酸系、アミノ酸系、
ニトリル系、シクロヘキサンジオン系、フェニルフタルイミド系、有機リン系、シネオー
ル系、インダンジオン系、ベンゾフラン系、トリアゾロピリミジン系、オキサジノン系、
アリルトリアゾリノン系、イソウラゾール系、ピリミジニルチオフタリド系、無機除草剤
などがあげられる。
【００２２】
　さらに界面活性剤、有機溶剤、酸化防止剤、紫外線防止剤、結合剤、物理性改良剤、担
体（クレー、ゼオライト、タルク、ケイソウ土、ベントナイト、デンプン、塩化カリウム
、糖類など）などの補助剤を、本発明の効果を損なわない範囲で添加することができる。
【００２３】
　界面活性剤としては、非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、陽イオン界面活性剤
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、両性界面活性剤などが用いられる。
　非イオン界面活性剤としては、例えば、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレ
ンソルビタン脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステ
ル、ポリオキシエチレン樹脂酸エステル、ポリオキシエチレン脂肪酸ジエステル、ポリオ
キシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオ
キシエチレンジアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテ
ルホルマリン縮合物、ポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックポリマー、ア
ルキルポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックポリマーエーテル、ポリオキ
シエチレンアルキルアミン、ポリオキシエチレン脂肪酸アミド、ポリオキシエチレン脂肪
酸ビスフェニルエーテル、ポリオキシアルキレンベンジルフェニル（またはフェニルフェ
ニル）エーテル、ポリオキシアルキレンスチリルフェニル（またはフェニルフェニル）エ
ーテル、ポリオキシエチレンエーテルおよびエステル型シリコンおよびフッ素系界面活性
剤、ポリオキシエチレンヒマシ油、ポリオキシエチレン硬化ヒマシ油などがあげられる。
　また、陰イオン界面活性剤としては、アルキル硫酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエ
ーテル硫酸エステル塩、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル硫酸塩、ポリオキ
シエチレンベンジル（またはスチリル）フェニル（またはフェニルフェニル）エーテル硫
酸エステル塩、ポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレンブロックポリマー硫酸エステ
ル塩、パラフィン（アルカン）スルホン酸塩、ジアルキルスルホサクシネート、アルキル
ベンゼンスルホン酸塩、モノまたはジアルキルナフタレンスルホン酸塩、ナフタレンスル
ホン酸塩・ホルマリン縮合物、アルキルジフェニルエーテルジスルホン酸塩、リグニンス
ルホン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテルスルホン酸塩、ポリオキシエ
チレンアルキルエーテルスルホコハク酸ハーフエステル、脂肪酸塩、Ｎ－メチル・脂肪酸
サルコシネート、樹脂酸塩、ポリオキシエチレンモノまたはジアルキルエーテルリン酸エ
ステル塩、ポリオキシエチレンモノまたはジアルキルフェニルエーテルリン酸エステル塩
、ポリオキシエチレンベンジル（またはスチリル）化フェニル（またはフェニルフェニル
）エーテルリン酸エステル塩、ポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックポリ
マーリン酸エステル塩、ホスファチジルコリン・ホスファチジルエタノールイミン（レシ
チン）、アルキルリン酸エステル塩、イソブチレンまたはジイソブチレンとマレイン酸ま
たは無水マレイン酸との共重合体の水溶性塩などがあげられる。
　また、陽イオン界面活性剤としては、アルキルトリメチルアンモニウム塩、アルキルジ
メチルベンジルアンモニウム塩、アルキルピリジニウム塩などがあげられる。
　両性界面活性剤としては、ジアルキルジアミノエチルベタイン、アルキルジメチルベン
ジルベタインなどがあげられる。
　なお、本発明に用いられる界面活性剤としては、これらの例示に限られるものではなく
、これらから選ばれる一種または二種以上を併用しても何ら問題はない。
　このような界面活性剤を用いることにより、フザリウム属菌の生菌体の付着性をさらに
向上させることができ、フザリウム属菌の生菌体の効果を向上させることができる。
【００２４】
　また、結合剤としては、デキストリン、リグニンスルホン酸ナトリウム、リグニンスル
ホン酸カルシウム、セルロース、メチルセルロース、エチルセルロース、カルボキシメチ
ルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、カルボキ
シメチルデンプン、プルラン、アルギン酸ナトリウム、アルギン酸アンモニウム、アルギ
ン酸プロピレングリコールエステル、グアーガム、ローカストビーンガム、アラビアゴム
、キサンタンガム、ゼラチン、カゼイン、ポリビニルアルコール、ポリエチレンオキサイ
ド、ポリエチレングリコール、エチレン・プロピレンブロックポリマー、ポリアクリル酸
ナトリウム、ポリビニルピロリドンなどが挙げられる。なお、これらの例示に限られるも
のではなく、これらから選ばれる一種または二種以上を併用しても何ら問題はない。
【００２５】
・製剤中の水分含量
　本発明の微生物農薬製剤では、フザリウム属菌の生菌が死滅しないように、水が存在す
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る必要があり、水分含量を最終的に、２５重量％以下、特に１～２５重量％とすることが
好ましい。製剤中の水分含量が２５重量％よりも多くなると、フザリウム属菌の生菌体の
高温（３０℃以上）での安定性が徐々に悪くなる。
　製剤中の水分含量を最終的に１～２５重量％にするためには、製剤調製時に使用するフ
ザリウム属菌の生菌体に由来する水分（例えば芽胞状菌体懸濁液に含まれる水分など）を
あらかじめ少なくしておくか、あるいは調製した製剤を通風乾燥、減圧乾燥、凍結乾燥な
どの方法で乾燥して水分を除き、２５重量％以下とする。なお、製剤の乾燥方法は、上記
の例示に限定されるわけではない。
　また水分含量は、製剤約２ｇを１０５℃の恒温器中に１時間保管した後の乾燥減量分と
して以下の式から求めた。
【００２６】
【数１】

【００２７】
　また、本発明の微生物農薬製剤は、粉状製剤（粉剤、ＤＬ粉剤、フローダスト、水和剤
など）、粒状製剤（粒剤、顆粒水和剤など）、粉粒剤、錠剤などの形態に製剤化して用い
られるが、好ましい形態は、粉状、粒状の製剤である。なお、粉状、粒状の製剤を水溶性
高分子フィルムに包装してもよい。
【００２８】
　本発明の微生物農薬製剤の調製方法は特に限定されないが、例えば以下の方法によって
調製できる。
【００２９】
＜微生物農薬製剤の調製方法＞
・粉状の製剤調製例
　フザリウム属菌の生菌体を培養し、芽胞状菌体懸濁液、分生子懸濁液、または凍結乾燥
した菌体を得る。得られた懸濁液または凍結乾燥した菌体、非晶質シリカ、炭酸カルシウ
ムあるいは硫酸マグネシウムのいずれか一種または二種、必要に応じてその他の補助剤を
混合し、水分含量が２５重量％以下になるように製剤を乾燥するなどして、粉状の微生物
農薬製剤を得た。
・粒状の製剤調製例
　フザリウム属菌の生菌体を培養し、芽胞状菌体懸濁液、分生子懸濁液、または凍結乾燥
した菌体を得る。得られた懸濁液または凍結乾燥した菌体、非晶質シリカ、炭酸カルシウ
ムあるいは硫酸マグネシウムのいずれか一種または二種、必要に応じてその他の補助剤を
混合し、造粒後、水分含量が２５重量％以下になるように製剤を乾燥するなどして、粒状
の微生物農薬製剤を得た。
【００３０】
＜微生物農薬製剤の使用態様＞
　上記により調製した本発明の微生物農薬製剤は、通常の化学農薬製剤と同様な方法によ
って施用することができる。具体的には本発明の製剤の施用に際して、通常、水で２～３
０００倍程度に希釈し、噴霧器などを使用して、水田や畑地の作物あるいは雑草に茎葉散
布してもよく、ヘリコプターなどによる空中散布による方法でもよい。あるいは水で希釈
しないで、粉状または粒状の製剤を、散布機などを用いてそのまま散布してもよく、育苗
箱に施用しても、作物の種子に処理するなどしてもよい。施用量は、水田や畑地に施用さ
れる場合は、１０アールあたり、０．０１～１０ｋｇ、好ましくは０．０２～５ｋｇであ
り、育苗箱に処理する場合は１箱あたり２５ｇ～１００ｇ、種子処理する場合は、種子重
量に対し０．０５～２重量％の処理量が好ましい。
　なお、使用方法、施用量はこれらに限定されるわけではない。
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【００３１】
　以下、実施例で本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれら実施例に限定され
るものではない。
　なお、以下の実施例、比較例において「部」とあるのは、すべて重量部を示し、また「
ＣＦＵ」は、Ｃｏｌｏｎｙ　Ｆｏｒｍｉｎｇ　Ｕｎｉｔを示す。
【実施例１】
【００３２】
　フザリウム・オキシスポラム（ＮＢＲＣ９７６１）の芽胞状菌体の懸濁液（５×１０９

ＣＦＵ／ｇ、水分含量８０重量％）２０．０部を、非晶質シリカ２０．０部、炭酸カルシ
ウム５９．０部、硫酸マグネシウム１．０部と混合し、本発明である粉状の微生物農薬製
剤（１×１０９ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、１６重量％であった。
【実施例２】
【００３３】
　実施例１の硫酸マグネシウム１．０部を炭酸カルシウムに置き換えて６０．０部とし、
実施例１に準じて調製し、本発明である粉状の微生物農薬製剤（１×１０９ＣＦＵ／ｇ）
を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、１６重量％であった。
【実施例３】
【００３４】
　実施例１の炭酸カルシウム５９．０部をクレー５９．０部に置き換えて、実施例１に準
じて調製し、本発明である粉状の微生物農薬製剤（１×１０９ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、１６重量％であった。
【実施例４】
【００３５】
　実施例１の炭酸カルシウム５９．０部を、炭酸カルシウム５１．０部と水８．０部に置
き換えて、実施例１に準じて調製し、本発明である粉状の微生物農薬製剤（１×１０９Ｃ
ＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、２４重量％であった。
【実施例５】
【００３６】
　実施例１の非晶質シリカ２０．０部を２５．０部とし、炭酸カルシウム５９．０部を炭
酸カルシウム４０．０部と水１４．０部に置き換えて、実施例１に準じて調製し、本発明
である粉状の微生物農薬製剤（１×１０９ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、３０重量％であった。
【実施例６】
【００３７】
　フザリウム・オキシスポラム（ＮＢＲＣ９７６１）の芽胞状菌体の懸濁液（５×１０９

ＣＦＵ／ｇ、水分含量８０重量％）５．０部を、非晶質シリカ１．０部、炭酸カルシウム
７９．０部、硫酸マグネシウム１０．０部、ケイソウ土５．０部と混合し、本発明である
粉状の微生物農薬製剤（２．５×１０８ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、４重量％であった。
【実施例７】
【００３８】
　実施例６の非晶質シリカ１．０部を５．０部とし、炭酸カルシウム７９．０部を１．０
部とし、ケイソウ土５．０部をクレー７９．０部に置き換えて、実施例６に準じて調製し
、本発明である粉状の微生物農薬製剤（２．５×１０８ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、４重量％であった。
【実施例８】
【００３９】
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　実施例６の非晶質シリカ１．０部を５．０部とし、炭酸カルシウム７９．０部を３０．
０部とし、硫酸マグネシウム１０．０部を０．１部とし、ケイソウ土５．０部をクレー５
９．９部に置き換えて、実施例６に準じて調製し、本発明である粉状の微生物農薬製剤（
２．５×１０８ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、４重量％であった。
【実施例９】
【００４０】
　フザリウム・オキシスポラム（ＮＢＲＣ９７６１）の芽胞状菌体の懸濁液（５×１０９

ＣＦＵ／ｇ、水分含量８０重量％）５．０部を、非晶質シリカ２０．０部、炭酸カルシウ
ム５４．０部、硫酸マグネシウム１．０部、ショ糖脂肪酸エステル５．０部、クレー１５
．０部と混合し、本発明である粉状の微生物農薬製剤（２．５×１０８ＣＦＵ／ｇ）を得
た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、４重量％であった。
【実施例１０】
【００４１】
　フザリウム・オキシスポラム（ＮＢＲＣ９７６１）の芽胞状菌体の懸濁液（５×１０９

ＣＦＵ／ｇ、水分含量８０重量％）２０．０部を、非晶質シリカ５．０部、炭酸カルシウ
ム４９．０部、硫酸マグネシウム１．０部、リグニンスルホン酸塩５．０部、アルキル硫
酸塩２．０部、ケイソウ土２９．０部と混合後、φ０．８ｍｍのスクリーン径の押し出し
造粒機を用いて造粒し、通風乾燥して本発明である粒状の微生物農薬製剤（１×１０９Ｃ
ＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、５重量％であった。
【実施例１１】
【００４２】
　フザリウム・ソラニ（ＮＢＲＣ５２３２）の小型分生子の懸濁液（２×１０９ＣＦＵ／
ｇ、水分含量８０重量％）３０．０部を、非晶質シリカ３０．０部、炭酸カルシウム４０
．０部と混合し、本発明である粉状の微生物農薬製剤（６×１０８ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、２４重量％であった。
【実施例１２】
【００４３】
　実施例１１の炭酸カルシウム４０．０部を硫酸マグネシウム５．０部とクレー３５．０
部に置き換えて、実施例１１に準じて調製し、本発明である粉状の微生物農薬製剤（６×
１０８ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、２４重量％であった。
【実施例１３】
【００４４】
　実施例１１の炭酸カルシウム４０．０部を炭酸カルシウム３４．０部と水６．０部に置
き換えて、実施例１１に準じて調製し、本発明である粉状の微生物農薬製剤（６×１０８

ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、３０重量％であった。
【実施例１４】
【００４５】
　フザリウム・ロゼウム（ＮＢＲＣ７１８９）の芽胞状菌体の懸濁液（１×１０９ＣＦＵ
／ｇ、水分含量８０重量％）２０．０部を、非晶質シリカ５．０部、炭酸カルシウム７１
．０部、硫酸マグネシウム２．０部、アルキルベンゼンスルホン酸塩１．０部、ポリオキ
シエチレンアルキルエーテル１．０部、デキストリン１０．０部と混合後、φ１．０ｍｍ
のスクリーン径の押し出し造粒機を用いて造粒し、通風乾燥して本発明である粒状の微生
物農薬製剤（２×１０８ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、６重量％であった。
【００４６】
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　〔比較例１〕
　実施例１の炭酸カルシウム５９．０部と硫酸マグネシウム１．０部を、クレー６０．０
部に置き換えて、実施例１に準じて調製し、粉状の微生物農薬製剤（１×１０９ＣＦＵ／
ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、１６重量％であった。
【００４７】
　〔比較例２〕
　実施例１の非晶質シリカ２０．０部をゼオライト２０．０部に置き換えて、実施例１に
準じて調製し、粉状の微生物農薬製剤（１×１０９ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、１６重量％であった。
【００４８】
　〔比較例３〕
　実施例１の非晶質シリカ２０．０部と硫酸マグネシウム１．０部を、炭酸カルシウムに
置き換えて８０．０部とし、実施例１に準じて調製し、粉状の微生物農薬製剤（１×１０
９ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、１６重量％であった。
【００４９】
　〔比較例４〕
　実施例１の非晶質シリカ２０．０部、炭酸カルシウム５９．０部および硫酸マグネシウ
ム１．０部を、白土８０．０部に置き換えて、実施例１に準じて調製し、粉状の微生物農
薬製剤（１×１０９ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、１６重量％であった。
【００５０】
　〔比較例５〕
　実施例１の炭酸カルシウム５９．０部と硫酸マグネシウム１．０部をクレー５９．０部
と炭酸マグネシウム１．０に置き換えて、実施例１に準じて調製し、粉状の微生物農薬製
剤（１×１０９ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、１６重量％であった。
【００５１】
　〔比較例６〕
　実施例１の非晶質シリカ２０．０部と硫酸マグネシウム１．０部を、パーライト粉砕品
２０．９部とＤ－ソルビトール０．１部に置き換えて、実施例１に準じて調製し、粉状の
微生物農薬製剤（１×１０９ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、１６重量％であった。
【００５２】
　〔比較例７〕
　実施例６の非晶質シリカ１．０部と炭酸カルシウム７９．０部を、ケイソウ土に置き換
えて８５．０部とし、実施例６に準じて調製し、粉状の微生物農薬製剤（２．５×１０８

ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、４重量％であった。
【００５３】
　〔比較例８〕
　実施例９の非晶質シリカ２０．０部と硫酸マグネシウム１．０部を、炭酸カルシウムに
置き換えて７５．０部とし、実施例９に準じて調製し、粉状の微生物農薬製剤（２．５×
１０８ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、４重量％であった。
【００５４】
　〔比較例９〕
　実施例１０の炭酸カルシウム４９．０部と硫酸マグネシウム１．０部を、ベントナイト
５０．０部に置き換えて、実施例１０に準じて調製し、粒状の微生物農薬製剤（１×１０
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９ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、５重量％であった。
【００５５】
　〔比較例１０〕
　実施例１１の非晶質シリカ３０．０部と炭酸カルシウム４０．０部を、パーライト粉砕
品７０．０部に置き換えて、実施例１１に準じて調製し、粉状の微生物農薬製剤（６×１
０８ＣＦＵ／ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、２４重量％であった。
【００５６】
　〔比較例１１〕
　実施例１４の非晶質シリカ２０．０部と硫酸マグネシウム２．０部を、クレー７．０部
に置き換えて、実施例１４に準じて調製し、粒状の微生物農薬製剤（２×１０８ＣＦＵ／
ｇ）を得た。
　なお、得られた微生物農薬製剤の水分含量は、６重量％であった。
【００５７】
（試験方法）
　あらかじめ、生菌数を確認した微生物農薬製剤１ｇを、１０ｍｌ容のガラス瓶に入れて
密栓をし、２５℃または３５℃の恒温室に保管する。２５℃、９０日間または３５℃、２
８日間保管後、恒温室から各ガラス瓶に保管されていた微生物農薬製剤を取り出し、希釈
平板法により生菌数を確認し、あらかじめ含有されていた生菌数との割合から、有効成分
の生菌残存率（％）を算出した。その結果は表１～表２のとおりである。
【００５８】
【数２】

【００５９】
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【表１】

【００６０】
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【表２】

【００６１】
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　表１～表２に記載された結果から明らかなように、非晶質シリカを含み、炭酸カルシウ
ムおよび硫酸マグネシウムのいずれか一種または二種を含むことからなる製剤Ｎｏ．１～
１４の２５℃での有効成分残存率は８０～８６％であり、比較製剤Ｎｏ．１～１１の有効
成分残存率はばらつきが大きく、７～７８％であった。また、３５℃での有効成分残存率
は、製剤Ｎｏ．１～１４で５５～７５％であり、これに対し、比較製剤Ｎｏ．１～１１の
有効成分残存率は、１～１０％であり、顕著な差が認められた。
【００６２】
　詳細に検討を行うと、比較製剤Ｎｏ．１，５，９と製剤Ｎｏ．１～１４との比較から明
らかなように非晶質シリカを含むだけでは、２５℃および３５℃でのフザリウム属菌の安
定性を保つことは出来ず、炭酸カルシウム又は硫酸マグネシウムを炭酸マグネシウムやク
レー、ベンナイトなど他の担体で代用することはできないことは明らかである。
【００６３】
　また、比較製剤Ｎｏ．２，３，６～８，１１と製剤Ｎｏ．１～１４との比較から明らか
なように、炭酸カルシウム及び硫酸マグネシウムのいずれか一種または二種を混合するこ
とのみによって、３５℃でのフザリウム属菌の安定性を保つことは出来ず、非晶質シリカ
をゼオライト、パーライト粉砕品、ケイソウ土、クレーなどの担体で代用することはでき
ない。
【００６４】
　さらには、フザリウム属の菌体を２０部、白土または炭酸カルシウムを８０部の割合で
混合した公知のフザリウム属微生物製剤（特開平８－２９４３８５号公報）、および担体
としてＤ－ソルビトール、パーライト粉砕品および炭酸カルシウムからなる公知のフザリ
ウム属微生物製剤　（特開２００７－１７６８９６号公報）の２５℃における安定性は比
較的良好であるが、３５℃での菌の生存率が製剤Ｎｏ．１～１４に劣ることは比較製剤Ｎ
ｏ．３，４，６から明らかである。
【００６５】
　したがって、非晶質シリカを含み、炭酸カルシウムおよび硫酸マグネシウムのいずれか
一種または二種を含むことを特徴とする本発明の微生物製剤は、２５℃および３５℃の条
件下においてもフザリウム属菌の高い生存率が維持されることにより、常温（約２５℃）
および高温下での長期保管後も有効成分が安定な製剤である。
【００６６】
　上記の使用材料はこの発明の範囲内の好適例に過ぎない。また、以下の実施例中で用い
る装置名および、使用材料の濃度、使用量、処理時間、処理温度などの数値的条件、処理
方法などはこの発明の範囲内の好適例にすぎない。　



(15) JP 2010-143856 A 2010.7.1

フロントページの続き

(72)発明者  手塚　保行
            神奈川県厚木市戸田２１６５番地　北興化学工業株式会社開発研究所内
Ｆターム(参考) 4H011 AA01  BB21  DA02 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	overflow

